
シングルペアレント家庭における就業支援

と生活支援の実態：福祉制度との接点から
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はじめに 

シングルペアレント家庭は、現代社会において増加傾向にあり、子育てと就労を一手に担う

という困難な状況に直面している。これらの家庭が安定した生活を維持し、自立を果たすた

めには、適切な就業支援と生活支援が不可欠である。本論文では、シングルペアレント家庭

を取り巻く現状と課題を明らかにし、福祉制度との接点から、より効果的な支援策を検討す

ることを目的とする。 

 

研究の背景と目的 

近年、離婚率の上昇や未婚の親の増加により、シングルペアレント家庭の数は増加している。

これらの家庭は、経済的困難や社会的孤立といった問題に直面しやすく、特に就業と子育て

の両立が大きな課題となっている。政府や自治体は、これらの家庭を支援するための各種施

策を講じているが、実際の効果や課題については十分に検証されていない。本研究では、シ

ングルペアレント家庭に対する就業支援と生活支援の現状を分析し、福祉制度との連携や

課題を明らかにすることで、今後の支援策の改善に資することを目的とする。 

 

シングルペアレント家庭を取り巻く現代的課題 

シングルペアレント家庭は、以下のような多様な課題に直面している。 

 

経済的困難と就業の不安定性 

シングルペアレント家庭では、親が単独で家計を支える必要があるため、経済的困難に陥り

やすい。特に、非正規雇用や低賃金労働に従事する割合が高く、安定した収入を得ることが

難しい状況がある。これにより、生活の質の低下や子どもの教育機会の制限といった問題が

生じている。 



 

子育てと就労の両立の困難さ 

就業と子育てを同時にこなすことは、時間的・体力的な負担が大きい。特に、保育所の不足

や長時間労働の慣行など、社会的なサポート体制が十分でない場合、親は仕事と子育ての両

立に苦労することとなる。これにより、就業の継続が困難となり、さらなる経済的困難を招

く悪循環が生じる。 

 

社会的孤立と精神的ストレス 

シングルペアレントは、育児や家事、仕事に追われる中で、社会的なつながりを持つ機会が

減少し、孤立感を抱えることが多い。これにより、精神的なストレスが増大し、健康状態の

悪化や育児への悪影響が懸念される。 

 

福祉制度の利用に関する情報不足 

各種の福祉制度が存在するものの、その情報が十分に行き渡っておらず、必要な支援を受け

られていないシングルペアレント家庭も多い。制度の複雑さや申請手続きの煩雑さも、利用

を妨げる要因となっている。 

 

以上のような課題を踏まえ、本研究では、シングルペアレント家庭に対する就業支援と生活

支援の現状を分析し、福祉制度との連携や課題を明らかにすることで、より効果的な支援策

の提言を目指す。 

 

シングルペアレント家庭の現状 

シングルペアレント家庭は、現代社会において増加傾向にあり、多様な課題に直面している。

これらの家庭が直面する具体的な状況を理解するため、以下に主要な側面を分析する。 

 

人口動態と増加傾向の要因 

近年、シングルペアレント家庭の数は増加しており、これには複数の社会的要因が関与して

いる。厚生労働省の「平成 23 年度全国母子世帯等調査」によれば、母子世帯は約 124 万世

帯、父子世帯は約 22万世帯と推計されている 。この増加の背景には、離婚率の上昇、未婚

の親の増加、配偶者の死亡などが主な要因として挙げられる。特に、女性の社会進出や価値

観の多様化に伴い、結婚や家庭に対する意識が変化し、結果としてシングルペアレント家庭

の増加につながっている。また、社会的なサポート体制の不足も、これらの家庭が直面する

課題を深刻化させている。 

 



経済的困難と就労環境の実情 

シングルペアレント家庭は、単一の収入源に依存するため、経済的困難に直面しやすい。特

に、母子家庭の母の平均年収は 223 万円、父子家庭の父の平均年収は 380 万円と報告され

ており、全世帯平均と比較して低い水準にある。この背景には、非正規雇用の割合の高さ、

就労時間の制約、職業選択の制限などが存在する。シングルペアレントは、子育てとの両立

を図るため、パートタイムや派遣などの非正規雇用を選択せざるを得ない場合が多く、これ

により収入が不安定となり、社会保険などの福利厚生も限定的となる。また、子どもの世話

や家事に時間を割く必要があるため、フルタイムでの就労が難しく、結果として収入が制限

される。さらに、学歴や職業経験の不足、資格の未取得などにより、高収入の職業に就くこ

とが難しい場合がある。 

 

子どもの教育と福祉に関する課題 

シングルペアレント家庭の子どもは、教育や福祉の面でさまざまな課題に直面している。経

済的な理由から、塾や習い事などの課外活動に参加することが難しく、学力向上の機会が限

られる。高等教育への進学を希望しても、学費の負担が大きいため、進学を断念せざるを得

ないケースがある。また、親の就労による不在が多く、子どもが孤独感を抱いたり、親に気

を遣って悩みを打ち明けられない状況が生じる。さらに、経済的困難から、居住環境が劣悪

であったり、転居を繰り返すことで、子どもの生活基盤が不安定になる。これらの課題は、

子どもの健全な成長や将来の可能性に影響を及ぼすため、適切な支援が求められる。 

 

就業支援制度の枠組み 

シングルペアレントが安定した職を得るためには、国や自治体が提供する公共職業訓練、民

間団体による就労マッチング、さらには資格取得支援やキャリアカウンセリングといった

多角的な支援が不可欠である。これらの支援策は、シングルペアレントが直面する多様な課

題に対応し、持続可能な就労と生活の安定を実現するための重要な手段となっている。 

 

公共職業訓練と再就職支援 

公共職業訓練は、シングルペアレントが新たな技能を習得し、再就職を果たすための重要な

手段である。厚生労働省は、ひとり親家庭の親が職業訓練を受講する際、託児サービスを提

供するなどの支援を行っている。また、生活保護受給者や児童扶養手当受給者を含む生活困

窮者に対して、ハローワークと地方自治体が連携して就労支援を推進している。具体的には、

福祉事務所等に自立支援プログラム策定員を配置し、個別面接を通じて生活状況や就業意



欲、資格取得への取り組み状況を把握し、個々のケースに応じた自立支援プログラムを策定

している。さらに、ハローワークに就労支援ナビゲーター等を配置し、福祉事務所等と連携

してきめ細かな就労支援を行う生活保護受給者等就労自立促進事業も実施されている。 

 

民間団体による就労マッチングの取り組み 

民間団体も、シングルペアレントの就労支援において重要な役割を果たしている。各地のシ

ングルマザー団体と連携し、相談会やセミナーを実施することで、当事者同士の情報共有や

ネットワーク構築を支援している。また、民間の職業紹介会社と連携し、個々の状況に応じ

た職業紹介やキャリアコンサルティングを提供する取り組みも行われている。これにより、

シングルペアレントが自身の状況や希望に合った職業に就くためのサポートが提供されて

いる。 

 

資格取得支援とキャリアカウンセリングの現状 

資格取得支援は、シングルペアレントが安定した職を得るために不可欠である。厚生労働省

は、「自立支援教育訓練給付金」や「高等職業訓練促進給付金」などの制度を通じて、資格

取得を目指すひとり親を支援している。具体的には、児童扶養手当受給者または同等の所得

水準にある方が、主に教育訓練給付の対象となる教育訓練を受講する場合に給付金を支給

する「自立支援教育訓練給付金」や、看護師等の専門資格の取得を目指す講座を受講する者

に対して、修学年数に応じた給付金を支給する「高等職業訓練促進給付金」などがある。さ

らに、キャリアコンサルティングに関する制度として、「セルフ・キャリアドック」の導入

が推進されており、労働者が定期的にキャリアコンサルティングを受ける機会を設定する

仕組みが整備されている。 

 

これらの支援策を総合的に活用することで、シングルペアレントは自身の状況や希望に応

じた職業選択が可能となり、安定した生活基盤の構築が期待される。しかし、これらの制度

や支援策の存在を知らない、または利用方法がわからないシングルペアレントも少なくな

いため、情報提供の充実や利用促進のための取り組みが引き続き求められる。 

 

生活支援制度の全体像 

シングルペアレント家庭に対して国や自治体が提供する生活支援制度は、親が単独で家庭

を維持するという厳しい現実に対応するために、多岐にわたる分野で展開されている。子育

て、住宅、経済的給付、医療・保健など、家庭のあらゆる側面において支援を行う体制が構

築されており、これらは家庭の自立を促すために不可欠なものである。以下に、それぞれの



分野ごとに制度の内容と運用の実態を示し、支援の在り方を考察する。 

 

子育て支援に関する制度と活用状況 

シングルペアレントが子育てと就労を両立するには、公的な育児支援の存在が極めて重要

である。全国の自治体には、母子自立支援員と呼ばれる専門職が配置されており、育児や生

活全般に関する相談を受け付けている。支援員は一人ひとりの状況に応じた助言を行い、制

度利用の手続きなどにも関与することで、孤立を防ぐ役割を担っている。さらに、家庭内の

負担を軽減する目的で、家事援助や育児支援を提供するヘルパー派遣事業も展開されてい

る。これは、親が就労や通院などで子どもを見られない時間帯に、必要な支援を家庭に届け

る仕組みである。また、保育所の利用においては、就労中または求職中のシングルペアレン

トに対して、入所に優先枠を設けるなどの配慮が取られている。こうした保育の優遇措置は、

働きながらの子育てを可能にする重要な要素である。 

 

子どもの学力や生活環境を支えるため、学習支援ボランティアを活用した取り組みも進ん

でいる。この制度では、地域の大学生や退職教員などが家庭を訪問し、学習や生活相談を行

うことで、子どもが安心して成長できる環境の構築を図っている。これら一連の支援は、単

にサービス提供にとどまらず、家庭全体の生活の質を高める機能を担っている。 

 

住宅支援や経済的給付制度の実態 

経済的基盤が脆弱なシングルペアレント家庭にとって、住宅と生活費の確保は切実な課題

である。国はこうした家庭に対し、公営住宅への優先的な入居を認める制度を設けており、

低家賃で安定した住居を提供することで生活の安定を図っている。また、一定の所得条件を

満たす家庭には住宅手当が支給され、民間賃貸住宅に住む場合の家賃補助として活用され

ている。さらに、児童扶養手当は代表的な経済支援制度であり、18 歳未満の子どもを養育

する親に対して支給されている。この手当は子どもの人数や年齢に応じて支給額が変動し、

基本的な生活費や教育費の一部として機能している。特に所得の少ない家庭では、児童扶養

手当が家計の中心的な収入源となることも少なくない。加えて、母子父子寡婦福祉資金貸付

金制度では、就学、就業、住宅取得などの目的に応じて低金利または無利子の貸付が行われ

ている。この制度により、資格取得や進学、住宅の修繕・更新といった将来に向けた投資が

可能となり、中長期的な生活安定につながっている。 

 

これらの制度は経済的な自立を目指す上で重要な土台であるが、申請手続きが煩雑である

ことや、支援の存在自体が十分に周知されていないことが課題となっている。適切な情報提

供と窓口の一元化が求められる場面も多く、制度の「使いやすさ」という観点からの改善が



望まれている。 

 

医療・保健サービスへのアクセスと課題 

医療と保健の分野でも、シングルペアレント家庭への支援は制度化されている。中でも母子

家庭等医療費助成制度は、保護者と子どもが病院で治療を受ける際の自己負担額を軽減す

ることを目的としており、低所得層を中心に利用が広がっている。この制度は各自治体で運

用されており、所得や扶養状況に応じて支給対象が決まる。また、母子保健事業の一環とし

て実施されている乳幼児健診や予防接種は、全国一律の制度として整備されているが、実際

の受診率には地域差が存在している。交通の便が悪い地域や、情報へのアクセスが限られて

いる家庭では、必要な医療サービスを受ける機会そのものが少なくなっているケースがあ

る。さらに、子どもの発育や健康管理に関して相談できる保健師や小児科医との接点が乏し

い家庭もあり、潜在的な健康リスクが見過ごされることも懸念される。制度が整っていても、

それが「利用される制度」となるには、情報提供の工夫と継続的なフォローが必要である。

とりわけ、ひとりで育児と仕事を抱える親にとって、情報収集や手続きに割ける時間は限ら

れている。そのため、スマートフォンを通じた電子申請の導入や、保育所・学校などと連携

した支援情報の発信など、利用者の生活実態に即した運用が求められる。 

 

福祉制度とシングルペアレント家庭の接点 

シングルペアレント家庭は、生活のあらゆる局面において単独で複数の役割を果たすこと

を求められ、経済的、時間的、心理的な負荷が常態化している。これに対応するため、国お

よび地方自治体は各種の福祉制度を整備し、就業、育児、住宅、医療など多面的な支援を実

施している。しかし、制度が存在することと、それが実際に活用され、生活の質の向上に寄

与しているかどうかは、別の次元の問題である。本章では、制度利用率に影響する障壁、支

援制度相互の連携の実態、情報提供と相談支援の現状および課題に着目し、制度の機能性と

改善の方向性を明らかにする。 

 

制度利用率とその障壁 

支援制度が設けられているにもかかわらず、制度の利用率が想定よりも低い現象は、制度設

計上の課題を浮き彫りにしている。まず、制度の存在自体が十分に認知されていないという

問題がある。特に就業や子育てに忙殺されるシングルペアレントにとって、自治体のホーム

ページやパンフレットなどから必要な情報を取得する時間的余裕がなく、また、情報が分散

して掲載されている場合には、それを理解し、自分の生活に当てはめて申請へと至るのが困

難である。また、支援を受ける際の申請手続きの煩雑さも利用を阻害している。多くの支援



制度では、所得証明や家族構成の確認書類など、複数の書類を準備する必要があり、自治体

窓口での説明を受けたとしても、申請に踏み切れないというケースが少なくない。制度ごと

に担当課が異なり、同じような内容の書類を複数回提出する必要がある場合、手続きの重複

が利用者の負担となる。 

 

さらに、心理的抵抗も無視できない要因である。支援制度を利用することに対し、「生活困

窮者」として見られることへの羞恥心や、周囲の偏見を気にするあまり、本来利用可能な支

援を回避する傾向が存在する。このような内面的要因は、特に都市部よりも地域社会とのつ

ながりが強い地方部で顕著に見られ、制度の潜在的利用者が制度の恩恵を受けられずにい

る現実を生んでいる。これらの障壁を克服するためには、支援情報の一元化、オンラインで

の簡易申請手続きの導入、対面での丁寧なガイダンス提供など、制度運用の見直しが不可欠

である。 

 

支援制度間の連携と相乗効果 

福祉制度は、それぞれの目的に応じて設計されているため、就業支援、子育て支援、医療支

援、住宅支援などが個別に存在している。しかし、支援対象者であるシングルペアレント家

庭にとっては、これらすべての側面が同時並行で重要であり、個別支援では対応しきれない

複雑な生活課題が存在する。したがって、制度間の横断的な連携を構築し、各制度が連動し

て支援の相乗効果を発揮することが求められている。例えば、就業支援を受ける過程で保育

施設の確保が並行して行われなければ、親は安心して職業訓練や求職活動に専念すること

ができない。同様に、住宅支援が行われても、移住先の医療機関や教育機関の情報が適切に

提供されなければ、定着支援とは言い難い。現行制度では、これらの支援が制度別に分断さ

れ、連携の仕組みが弱いまま運用されていることが多い。 

 

一部の自治体では、福祉部門と労働部門、子育て支援部門が合同でケース会議を行い、複数

制度の横断的支援に取り組むモデルが導入されているが、全国的にはまだ限定的である。連

携体制を常設するためには、自治体職員の横断的配置や情報共有システムの整備、共通マニ

ュアルの策定など、制度運営の根本的な再構築が必要となる。このように、制度相互の連携

が支援の効果を最大化する鍵であり、個別支援を脱して包括的支援体制へ移行することが、

今後の政策課題である。 

 

情報提供と相談窓口の現状と課題 

福祉制度の利用促進において、正確で分かりやすい情報提供と、それに基づいた専門的な相

談支援の体制整備は極めて重要である。現状、多くの自治体では、制度ごとにパンフレット



やウェブページを作成して情報を発信しているが、記載内容が難解であったり、情報が制度

単位で分断されていたりして、実際の利用者にとっては理解しづらい形式となっているこ

とが多い。また、相談窓口の対応にも課題が残る。窓口担当者の中には、制度の基本的な説

明はできても、利用者の個別状況に応じた具体的な提案や、複数制度を組み合わせた支援の

調整まで対応できる知識や経験を持つ者が限られている。特に、就業支援と生活支援が重な

るケースにおいては、労働政策と福祉政策を横断的に理解して対応できる人材の不足が指

摘されている。 

 

さらに、相談機会そのものが不足している地域もあり、平日の昼間に限られる自治体窓口で

は、日中働いているシングルペアレントが相談に行けないという問題もある。こうした背景

から、オンラインでの情報提供と相談受付、あるいは休日・夜間対応の強化が求められてい

る。包括的なワンストップ窓口の設置や、福祉のコーディネーター的役割を果たす支援員の

育成・配置、相談記録の共有と追跡管理など、支援の「接続性」を高める工夫が急務となっ

ている。 

 

支援制度の課題とギャップ 

シングルペアレント家庭を支援するための制度は数多く存在するが、実際にはこれらの制

度が十分に活用されていない現状がある。また、提供される支援内容が実際のニーズと一致

していない場合や、地域によって支援の内容や質に差があることも指摘されている。本章で

は、これらの課題について詳しく検討する。 

 

制度はあるが活用されていない現状 

シングルペアレント家庭向けの支援制度は多数存在するものの、実際の利用率は低いとさ

れている。その主な要因として、情報の不足や手続きの煩雑さ、心理的な抵抗感などが挙げ

られる。まず、支援制度に関する情報が十分に行き届いておらず、存在自体を知らない家庭

も多い。また、制度の申請手続きが複雑で時間を要するため、多忙なシングルペアレントに

とっては大きな負担となっている。さらに、公的支援を受けることへの抵抗感や、周囲の目

を気にする心理的要因も、利用を妨げる一因となっている。 

 

支援内容と実際のニーズの不一致 

提供される支援内容が、シングルペアレント家庭の実際のニーズと合致していないケース

も少なくない。例えば、就業支援として提供される職業訓練が、現実の労働市場の需要とマ

ッチしていなかったり、託児サービスが利用しづらい時間帯に設定されていたりすること



がある。このようなミスマッチは、支援の効果を減少させ、結果として利用者の満足度や生

活の質の向上につながらない。 

 

地域間格差と支援の均等性 

支援制度の内容や質が地域によって異なることも、大きな課題である。都市部では比較的充

実した支援が提供されている一方、地方部では支援が限られている場合が多い。このような

地域間格差は、シングルペアレント家庭の生活の質や子どもの教育機会に影響を及ぼし、社

会的な不平等を拡大させる要因となっている。 

 

利用者目線から見た支援制度の在り方 

シングルペアレント家庭が直面する課題は多岐にわたり、これに対応するための支援制度

も多様化している。しかし、制度の設計や運用が必ずしも利用者の実情や要望を反映してい

ない場合があり、支援の効果が十分に発揮されていないケースも見受けられる。ここでは、

利用者の声、制度設計への参加の重要性、そして成功事例から学ぶべき点について詳述する。 

 

利用者の声と求められる支援 

支援制度の効果を高めるためには、実際の利用者の声を収集し、それを基に制度を改善して

いくことが不可欠である。多くのシングルペアレントは、経済的支援だけでなく、就業支援

や子育て支援、心理的サポートなど、多面的な支援を求めている。例えば、厚生労働省の「ひ

とり親家庭の支援について」によれば、ひとり親家庭の多くが就業と子育ての両立に困難を

感じており、柔軟な労働時間や手頃な保育サービスの提供が強く求められている。また、支

援制度に関する情報が十分に行き届いていないとの声も多い。特に、地方在住のシングルペ

アレントからは、都市部に比べて支援情報が得られにくいとの指摘がある。このような状況

を改善するためには、情報提供の方法やチャネルを多様化し、利用者が容易にアクセスでき

る環境を整備することが必要である。 

 

制度設計における利用者参加の重要性 

支援制度の効果的な運用には、制度設計の段階から利用者の意見を取り入れることが重要

である。利用者が直面する具体的な課題やニーズを的確に把握し、それに基づいた制度を構

築することで、実効性の高い支援が可能となる。厚生労働省の「社会保障審議会児童部会ひ

とり親家庭への支援施策の在り方」においても、利用者の声を反映した施策の必要性が強調

されている。具体的には、利用者を交えたワーキンググループの設置や、定期的なアンケー



ト調査の実施などが考えられる。これにより、制度の現状と課題を明確にし、利用者の実情

に即した改善策を講じることができる。 

 

成功事例に学ぶ利用者中心のアプローチ 

利用者中心の支援制度を実現している成功事例からは、多くの示唆を得ることができる。例

えば、島根県浜田市では、介護人材の確保とシングルペアレントの就業支援を組み合わせた

モデル事業を実施している。この事業では、介護保険サービス事業所が都市部のシングルペ

アレントを受け入れ、一定期間の産業体験を行う際の経費の一部を助成している。このよう

な事例から、地域の特性やニーズに応じた柔軟な支援策の重要性が示される。また、利用者

が自らの経験や意見を反映させることで、より実効性の高い支援制度の構築が可能となる。 

 

社会的孤立からの脱却プロセス 

シングルペアレント家庭が社会的孤立から脱却するためには、地域社会とのつながりを再

構築し、支援を受け入れることが重要である。本章では、コミュニティ形成とピアサポート

の役割、社会参加を促進する施策とその効果、メンタルヘルス支援と心理的サポートの必要

性について詳しく述べる。 

 

コミュニティ形成とピアサポートの役割 

る。同じ境遇の親同士が経験や情報を共有することで、相互理解と支援のネットワークが構

築される。例えば、子育てひろばや児童館、母子生活支援施設、保育所などで開催されるペ

アレント・トレーニングは、育児不安の軽減や親同士のつながりを深める効果があるとされ

る。さらに、地域の子育て支援 NPO やボランティアセンターなどの関係団体と連携し、子

育て中の親が気軽に参加できる場を提供することも、コミュニティ形成に寄与する。これら

の場での交流を通じて、親同士が支え合い、情報交換を行うことで、社会的孤立の解消が期

待できる。 

 

社会参加を促進する施策とその効果 

シングルペアレント家庭の社会参加を促進するためには、地域社会が主体となった包括的

な支援体制の構築が求められる。例えば、公民館に行政職員を配置し、ワンストップの相談

窓口を設けることで、地域住民の主体的な活動を行政がサポートする取り組みが行われて

いる。また、地域における日常的な見守りや声かけ活動を通じて、支援を必要とする人々を

早期に発見し、必要なサービスにつなげる「孤立ゼロプロジェクト」などの施策も効果的で



ある。これにより、シングルペアレント家庭が地域社会とのつながりを持ち、社会参加の機

会を得ることが可能となる。 

 

メンタルヘルス支援と心理的サポートの必要性 

シングルペアレント家庭においては、育児や生活上のストレスからメンタルヘルスの問題

が生じることがある。特に、アルコール依存症の親と暮らす子どもたちは、生活機能の不全

や必要なケアを受けられないといった課題を抱えることが指摘されている。このような状

況を改善するためには、子ども自身へのアセスメントと直接的な支援が必要である。具体的

には、勉強する場や居場所の提供、安全を図るための支援、日頃話せる安全な大人の存在、

学習や進学・進路についての相談、就労に関する相談など、多岐にわたるサポートが求めら

れる。さらに、親自身への心理的支援も重要である。親が自身のメンタルヘルスを維持し、

子どもとの健全な関係を築くためには、専門的なカウンセリングやサポートグループへの

参加が有効である。これにより、親は自身の問題を理解し、適切な対処法を学ぶことができ

る。 

 

以上のように、シングルペアレント家庭が社会的孤立から脱却するためには、コミュニティ

形成とピアサポートの強化、社会参加を促進する施策の実施、そしてメンタルヘルス支援と

心理的サポートの提供が不可欠である。これらの取り組みを通じて、シングルペアレント家

庭が安心して生活し、子どもたちが健やかに成長できる社会の実現が期待される。 

 

デジタル技術を活用した支援の可能性 

デジタル技術の進化は、シングルペアレント家庭に対する支援の形を大きく変えつつある。

本章では、具体的な取り組みとして、オンライン職業訓練とリモートワークの推進、デジタ

ルプラットフォームを活用した情報提供と相談支援、ICT を活用した子育て支援サービス

の展開について詳しく述べる。 

 

オンライン職業訓練とリモートワークの推進 

シングルペアレント家庭の親が就労機会を得るためには、職業訓練の受講が重要である。し

かし、育児や家事の負担から、通学型の訓練に参加することが難しい場合が多い。この課題

に対し、厚生労働省は教育訓練給付制度を設け、働く人々の主体的な能力開発やキャリア形

成を支援している。この制度を活用し、オンライン形式の職業訓練を受講することで、時間

や場所の制約を受けずにスキルアップが可能となる。さらに、リモートワークの普及は、シ

ングルペアレントが家庭と仕事を両立させる上で有効である。在宅勤務が可能な職種への



転職や、副業としてのリモートワークの導入により、柔軟な働き方が実現できる。これによ

り、育児と仕事のバランスを取りながら、安定した収入を得ることが期待される。 

 

デジタルプラットフォームを活用した情報提供と相談支援 

シングルペアレント家庭が必要とする情報や支援を迅速に得るためには、デジタルプラッ

トフォームの活用が効果的である。厚生労働省は、ひとり親家庭の相談窓口に母子・父子自

立支援員や就業支援専門員を配置し、子育てや生活、就業に関する相談にワンストップで対

応する体制を整備している。これらの窓口の認知度向上のため、愛称やロゴマークの設定、

支援情報をまとめた「ひとり親家庭支援ナビ」の配布などが行われている。また、子どもの

未来応援国民運動のホームページ内に設置された支援情報ポータルサイトでは、ひとり親

家庭の子どもやその保護者が、パソコンやスマートフォンを通じて必要な情報を容易に入

手できる環境が提供されている。これにより、支援制度の利用促進や、適切な相談窓口への

アクセスが向上し、シングルペアレント家庭の自立支援が強化される。 

 

ICT を活用した子育て支援サービスの展開 

子育て支援においても、ICT の活用が進められている。例えば、保育所等の延長保育の利用

実態の把握や、事務負担軽減のための好事例の収集、ICTの活用方法に関する調査研究が行

われている。これにより、保育所等の事務負担を軽減し、保育サービスの質の向上が図られ

ている。さらに、地域の子育て支援拠点として、子育て世代包括支援センターの全国展開が

進められており、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援が提供されている。これら

の取り組みにより、シングルペアレント家庭が地域社会とつながりを持ち、安心して子育て

ができる環境が整備されつつある。 

 

以上のように、デジタル技術の活用は、シングルペアレント家庭に対する就業支援と生活支

援の両面で大きな可能性を秘めている。オンライン職業訓練やリモートワークの推進、デジ

タルプラットフォームを活用した情報提供と相談支援、ICT を活用した子育て支援サービ

スの展開など、多角的なアプローチにより、これらの家庭の自立と生活の質の向上が期待さ

れる。 

 

地域社会における支援ネットワークの構築 

シングルペアレント家庭が直面する課題は多岐にわたり、これらを解決するためには、地域

社会全体での支援体制の整備が求められる。本章では、地域ボランティアや NPO の役割、

自治体と地域コミュニティの連携強化、地域資源を活用した包括的支援モデルについて詳



述する。 

 

地域ボランティアとNPOの役割 

地域ボランティアや NPO は、シングルペアレント家庭に対する支援において重要な役割を

果たしている。これらの団体は、行政の手が届きにくい部分を補完し、柔軟かつ迅速な支援

を提供することが可能である。具体的には、子どもたちへの学習支援、親への就業相談、育

児サポート、さらには心理的なサポートなど、多岐にわたる活動を展開している。これらの

活動を通じて、シングルペアレント家庭が地域社会とのつながりを持ち、孤立を防ぐことが

期待される。 

 

自治体と地域コミュニティの連携強化 

自治体は、シングルペアレント家庭に対する公的支援の中心的な役割を担っているが、地域

コミュニティとの連携を強化することで、より効果的な支援が可能となる。具体的には、自

治体が地域の NPO やボランティア団体と協働し、情報共有や支援活動の調整を行うこと

で、支援の重複や漏れを防ぐことができる。また、地域住民が主体となって支援活動に参加

することで、地域全体の支援力が向上し、シングルペアレント家庭が安心して暮らせる環境

が整備される。 

 

地域資源を活用した包括的支援モデル 

地域資源を最大限に活用した包括的な支援モデルの構築は、シングルペアレント家庭の自

立支援において効果的である。例えば、地域の企業と連携して就業機会を提供したり、地域

の教育機関と協力して子どもたちの学習支援を行ったりすることが考えられる。また、地域

の医療機関や福祉施設と連携し、健康面でのサポートを提供することも重要である。これら

の取り組みにより、シングルペアレント家庭が抱える多様な課題に対し、包括的かつ継続的

な支援が実現される。 

 

事例分析 

シングルペアレント家庭への支援施策は、国・自治体・民間団体によって多様な形で展開さ

れている。しかしながら、同様の支援策であっても、地域や運用方法によって成果に差が生

じることがある。本章では、日本国内における成功事例と課題が残る事例を検証し、さらに

海外の先進的な取り組みを比較対象として分析することで、支援の在り方を立体的に把握

し、今後の制度設計に向けた示唆を得る。 



 

成功事例に見る効果的な支援の特徴 

日本国内における成功事例として、母子家庭等就業・自立支援センター事業が挙げられる。

この事業では、母子家庭の母や父子家庭の父を対象に、就業相談、職業紹介、各種セミナー

の開催、能力開発のための講習など、多角的な支援を展開している。特筆すべきは、画一的

な支援提供ではなく、個々の家庭の状況に応じた個別対応がなされている点である。例えば、

求職中の母親に対しては、家庭環境や育児状況に応じて通所可能な時間帯に配慮した職業

訓練が紹介され、必要に応じて保育支援も連携して行われるなど、包括的なアプローチがと

られている。 

 

このような事例から導き出される効果的な支援の特徴は、まず第一に、利用者の実情を的確

に把握し、それに即した柔軟な支援を構築するという姿勢にある。加えて、単発的な支援で

終わるのではなく、支援後のフォローアップ体制が整っており、例えば就職後も一定期間、

定期的な面談や職場環境に関する相談を受けることができるようになっている。これによ

り、短期的な成果にとどまらず、持続可能な生活安定が実現されている。 

 

課題が残る事例とその要因分析 

一方で、支援制度の整備がなされているにもかかわらず、成果が限定的にとどまっている事

例もある。生活保護を受給する母子世帯に対する支援においては、就労促進を目的とした制

度設計があるにもかかわらず、利用率や定着率が芳しくない状況が見られる。これは、制度

が形式的には整っていても、実際の運用や利用者との接点において複数の課題を内包して

いることを意味する。その主要な要因としてまず挙げられるのが、支援制度の存在自体に関

する情報提供の不足である。多くの当事者は、どのような支援が受けられるのかを把握して

おらず、制度にアクセスできていない。次に、制度内容と現実のニーズの不一致がある。例

えば、用意されている職業訓練が対象者の育児時間やスキルレベルと乖離している場合、制

度利用が逆に障壁となることもある。さらに、支援を求めること自体に対する心理的抵抗感、

あるいは「支援を受けること＝社会的劣位である」と捉える社会的風潮が、利用の抑制要因

となっている可能性も指摘されている。 

 

このような事例からは、制度設計の段階で想定されていた「理想的な利用者像」が現実と乖

離していたこと、そして利用者目線に立った柔軟な運用がなされていなかったことが示唆

される。今後の支援制度においては、情報の到達経路、制度の柔軟性、心理的支援の導入と

いった観点を併せ持つ必要がある。 

 



海外の先進的取り組みからの示唆 

日本国内の支援制度を補完的に考察するためには、海外の先進事例から得られる示唆も重

要である。特に北欧諸国の取り組みは参考になる点が多い。例えばスウェーデンでは、シン

グルペアレント家庭への支援が国家戦略の一環として位置づけられており、経済的援助に

とどまらず、柔軟な労働制度と教育支援、地域密着型サービスの提供が体系的に実施されて

いる。具体的には、育児休暇制度や就労時間の自由度が高く、働きながら子育てを行う親に

とって制度的な障壁が少ない。また、教育制度も無償で提供されており、子どもの教育機会

が家庭の経済状況によって左右されるリスクが低い。さらに、福祉サービスを「依存」では

なく「権利」として受け取る社会的文化も形成されており、支援を求めることへの心理的抵

抗が存在しにくい。 

 

これらの取り組みを通じて得られる示唆は、第一に包括的な支援体制の重要性である。単一

の制度ではなく、就労・育児・教育・医療が一体となった政策設計が求められる。第二に、

支援を前提とした柔軟な労働市場の整備である。時間的拘束が少ない働き方や在宅勤務の

推進は、育児と両立する親にとって極めて有効な手段となる。第三に、支援制度に対する社

会的理解と尊重の醸成が不可欠である。これにより、支援を受けることがスティグマとなら

ず、真に必要な人々が支援にアクセスできる社会が実現される。 

 

政策提言 

シングルペアレント家庭が直面する多様な課題に対応するため、現行の支援策を再評価し、

より効果的な政策を提案する。本章では、包括的支援体制の構築、支援制度の周知とアクセ

ス向上策、そして持続可能な支援のための財源確保と人材育成について検討する。 

 

包括的支援体制の構築に向けて 

シングルペアレント家庭への支援は、就業、子育て、生活支援など多岐にわたる。これらを

効果的に提供するためには、各支援策を統合し、利用者が一元的にアクセスできる包括的な

支援体制の構築が不可欠である。 

 

支援窓口の一元化と連携強化 

現在、シングルペアレント家庭への支援は、自治体の福祉課、ハローワーク、民間団体など

複数の機関が担っている。しかし、これらの機関間の連携が不十分である場合、利用者が適

切な支援を受けるまでに時間がかかる、あるいは支援を受けられないといった問題が生じ

る。したがって、各機関の連携を強化し、情報共有を円滑に行うためのプラットフォームを



整備することが求められる。 

 

支援内容の個別最適化 

シングルペアレント家庭の状況は多様であり、一律の支援では十分な効果を得られない場

合がある。例えば、就業を希望するが子どもの預け先がない親、特定のスキルを持たないた

めに再就職が難しい親など、それぞれのニーズに応じた支援が必要である。これに対応する

ため、個別の状況を丁寧に把握し、オーダーメイドの支援計画を策定・実施する体制を整え

ることが重要である。 

 

支援制度の周知とアクセス向上策 

支援制度が存在しても、利用者がその存在を知らなければ意味がない。多くのシングルペア

レント家庭が支援制度を知らない、あるいはどのように利用すればよいかわからないとい

う現状がある。これを改善するための方策を検討する。 

 

情報提供の多様化と積極的発信 

従来のパンフレット配布や自治体のウェブサイトでの情報提供に加え、SNS や動画コンテ

ンツなど、多様なメディアを活用した情報発信が求められる。特に、若年層のシングルペア

レントに対しては、スマートフォンで手軽にアクセスできる形式での情報提供が効果的で

ある。また、地域のコミュニティセンターや学校など、日常的に利用する場所での情報提供

も有効である。 

 

アウトリーチ活動の強化 

支援を必要とするが、自ら情報を取りに行くことが難しい家庭に対しては、アウトリーチ活

動が有効である。具体的には、専門の相談員が地域を巡回し、直接家庭を訪問してニーズを

把握し、適切な支援につなげる取り組みが考えられる。これにより、支援が届きにくい層へ

のアプローチが可能となる。 

 

持続可能な支援のための財源確保と人材育成 

支援策を継続的かつ効果的に実施するためには、安定した財源の確保と、質の高い支援を提

供できる人材の育成が不可欠である。 

 

財源確保のための施策 

支援策の財源を確保するためには、国や自治体の予算措置に加え、民間からの寄付やクラウ

ドファンディングの活用も検討すべきである。また、企業との連携により、CSR（企業の社



会的責任）活動の一環として支援を行ってもらうなど、多角的な財源確保の手法を模索する

ことが重要である。 

 

支援人材の育成と待遇改善 

支援を担う人材の質は、支援の効果に直結する。専門的な知識やスキルを持つ人材を育成す

るための研修プログラムの充実が必要である。また、支援人材の待遇を改善し、長期的なキ

ャリア形成が可能な環境を整備することで、優秀な人材の確保と定着を図ることが求めら

れる。 

 

おわりに 

本研究では、シングルペアレント家庭に対する就業支援と生活支援の現状を分析し、福祉制

度との関連性を検討した。以下に、主要な研究結果のまとめと今後の展望について述べる。 

 

研究のまとめと今後の展望 

シングルペアレント家庭は、経済的困難や子育てに関する課題など、多岐にわたる問題に直

面している。これらの家庭を支援するために、国や自治体はさまざまな施策を実施してきた。

例えば、厚生労働省は「母子家庭等自立支援対策」を推進し、就業支援や生活支援の充実を

図っている。しかし、これらの施策が必ずしも十分に機能しているとは言い難い。支援制度

の周知不足や、利用手続きの複雑さ、地域間格差などが課題として挙げられる。特に、支援

を必要とする家庭が制度を知らない、または利用をためらうケースが多いことが指摘され

ている。 

 

今後の展望として、以下の点が重要である。 

 

支援制度の周知徹底とアクセス向上 

支援制度の情報を多様な媒体で発信し、利用者が容易にアクセスできる環境を整備するこ

とが求められる。具体的には、デジタル技術を活用した情報提供や、地域コミュニティを通

じた周知活動の強化が考えられる。 

 

個別ニーズに応じた支援の提供 

シングルペアレント家庭の状況は多様であり、一律の支援では対応が難しい。個々のニーズ

に応じた柔軟な支援策の設計と実施が必要である。 

 



支援人材の育成と連携強化 

支援を提供する人材の専門性向上と、関係機関間の連携強化が不可欠である。これにより、

包括的かつ効果的な支援が可能となる。 

 

持続可能な財源の確保 

支援策を継続的に実施するためには、安定した財源の確保が必要である。公的資金に依存す

るだけでなく、民間からの支援や寄付を促進する仕組みの構築も検討すべきである。 

 

以上の取り組みを通じて、シングルペアレント家庭が直面する課題の解決に寄与し、すべて

の家庭が安心して生活できる社会の実現を目指すことが重要である。 
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